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○地域住民向けの広報啓発活動の実施

【V第５　１．（8）】「犯罪被害者週間」にあわせた集中的な啓発事業の実施

　内閣府において、警察庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省及び国土交通省の協力を得て、「犯罪被
害者週間（11月25日から12月1日まで）」を設定し、当該週間にあわせて、啓発事業を集中的に実施する。

【V第５　１．（10）】犯罪被害者等の置かれた状況等について国民理解の増進を図るための啓発事業の実施

　内閣府において、犯罪被害者等の置かれた状況について国民が正しく理解し、国民の協力の下に関係施策が
講じられていくよう、国民が犯罪等による被害について考える機会として、毎年、東京及び複数の地域で、犯
罪被害者等や、犯罪等による被害についての識見を有する者犯罪被害者等の援助等に携わる者等とその他の国
民が一同に会し、犯罪被害者等に係る様々なテーマを議論する啓発事業を開催するとともに、事業の結果につ
いて、インターネット等で国民向けに情報提供を行う。
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犯罪被害者等施策を担当する部局の確定状況

犯罪被害者等に対する総合的な対応窓口の設置状況

第２節 地方公共団体における取組の現状等

内閣府において、平成２１年度に「地方公共
団体における犯罪被害者等施策に関する調
査」を実施した。その調査結果から判明する

地方公共団体における取組の現状等は以下の
とおりである。

１ 地方公共団体における取組の現状

⑴ 担当部局の確定状況・総合的対応窓
口の設置状況
地方公共団体における犯罪被害者等施策担

当窓口部局の確定状況及び総合的な対応窓口

（犯罪被害者等からの相談や問い合わせが
あった場合に、適切な情報提供など総合的な
対応を行う窓口をいう。）の設置状況は以下
のとおりである。
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都道府県 市町村 条例 都道府県 市町村 条例
１ 北海道 松前町 松前町犯罪被害者等支援条例 ３１ 山梨県 韮崎市 韮崎市犯罪被害者支援条例
２ 北海道 広尾町 広尾町犯罪被害者等支援条例 ３２ 愛知県 犬山市 犬山市民交通災害及び犯罪被害見舞金支給条例
３ 北海道 本別町 本別町犯罪被害者等支援条例 ３３ 滋賀県 大津市 大津市犯罪被害者等見舞金支給条例
４ 秋田県 能代市 能代市犯罪被害者等支援条例 ３４ 滋賀県 彦根市 彦根犯罪被害者等支援条例
５ 秋田県 横手市 横手市犯罪被害者等基本条例 ３５ 滋賀県 近江八幡市 近江八幡市犯罪被害者等支援条例
６ 秋田県 大館市 大館市犯罪被害者等基本条例 ３６ 滋賀県 草津市 草津市犯罪被害者等支援条例
７ 秋田県 男鹿市 男鹿市犯罪被害者等基本条例 ３７ 滋賀県 守山市 守山市犯罪被害者支援条例
８ 秋田県 由利本荘市 由利本荘市犯罪被害者等基本条例 ３８ 滋賀県 栗東市 栗東市犯罪被害者等支援条例
９ 秋田県 潟上市 潟上市犯罪被害者基本条例 ３９ 滋賀県 甲賀市 甲賀市犯罪被害者等支援条例
１０ 秋田県 大仙市 大仙市犯罪被害者等基本条例 ４０ 滋賀県 野洲市 野洲市犯罪被害者支援条例
１１ 秋田県 北秋田市 北秋田市犯罪被害者等基本条例 ４１ 滋賀県 湖南市 湖南市犯罪被害者等支援条例
１２ 秋田県 にかほ市 にかほ市犯罪被害者等基本条例 ４２ 滋賀県 東近江市 東近江市犯罪被害者等支援条例
１３ 秋田県 小坂町 小坂町犯罪被害者等基本条例 ４３ 滋賀県 米原市 米原市犯罪被害者等支援条例
１４ 秋田県 上小阿仁村 上小阿仁村犯罪被害者等支援条例 ４４ 滋賀県 安土町 安土町犯罪被害者等支援条例
１５ 秋田県 藤里町 藤里町犯罪被害者等基本条例 ４５ 滋賀県 日野町 日野町犯罪被害者等支援条例
１６ 秋田県 三種町 三種町犯罪被害者等基本条例 ４６ 滋賀県 竜王町 竜王町犯罪被害者等支援条例
１７ 秋田県 八峰町 八峰町犯罪被害者等基本条例 ４７ 滋賀県 愛荘町 愛荘町犯罪被害者支援条例
１８ 秋田県 八郎潟町 八郎潟町犯罪被害者等基本条例 ４８ 京都府 久御山町 久御山町犯罪被害者等支援条例
１９ 秋田県 井川町 井川町犯罪被害者等基本条例 ４９ 大阪府 摂津市 摂津市犯罪被害者等支援条例
２０ 秋田県 大潟村 大潟村犯罪被害者等基本条例 ５０ 兵庫県 相生市 相生市犯罪被害者等支援条例
２１ 秋田県 羽後町 羽後町犯罪被害者等基本条例 ５１ 兵庫県 赤穂市 赤穂市犯罪被害者等支援条例
２２ 秋田県 東成瀬村 東成瀬村犯罪被害者等支援基本条例 ５２ 兵庫県 宝塚市 宝塚市犯罪被害者支援条例
２３ 埼玉県 三芳町 三芳町犯罪被害者等支援条例 ５３ 兵庫県 丹波市 丹波市犯罪被害者等支援条例
２４ 埼玉県 嵐山町 嵐山町犯罪被害者等支援条例 ５４ 兵庫県 たつの市 たつの市犯罪被害者等支援条例
２５ 千葉県 成田市 成田市犯罪被害者等支援条例 ５５ 福岡県 宗像市 宗像市犯罪被害者等の支援に関する条例
２６ 千葉県 神崎町 神崎町犯罪被害者等支援条例 ５６ 熊本県 長洲町 長洲町犯罪被害者等見舞金の支給に関する条例
２７ 千葉県 多古町 多古町犯罪被害者等支援条例 ５７ 熊本県 南阿蘇村 南阿蘇村犯罪被害者等基本条例
２８ 東京都 杉並区 杉並区犯罪被害者等支援条例
２９ 東京都 多摩市 多摩市犯罪被害者等支援条例
３０ 神奈川県 寒川町 寒川町犯罪被害者等支援条例

都道府県 条例
１ 宮城県 宮城県犯罪被害者支援条例
２ 神奈川県 神奈川県犯罪被害者等支援条例

犯罪被害者等に特化した条例
（都道府県）

なお、総合的な対応窓口は、被害者支援に
限定せず、他の様々な相談を受ける窓口と共
有である場合を含んでおり、市町村では、約
８５．７％が共有の窓口である。

⑵ 条例の制定状況等
地方公共団体の中には、基本法や基本計画

の策定を受け、総合的に施策を推進する観点
から、自主的に条例の制定や計画の策定を図
る団体が出てきている。

ア．条例
条例については、従来から定められている

防犯に関する条例（安全・安心まちづくり条
例、生活安全条例）の中に、犯罪被害者等の
支援に関する条文を追加する例もあるが、犯
罪被害者等支援に特化した条例を制定してい
る例もある。
平成２１年６月１日現在で、２都道府県、５７

市町村で犯罪被害者等に特化した条例（犯罪
被害者等支援条例、犯罪被害者等見舞金支給
条例）が制定されている。

（市町村）
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注１）nは犯罪被害者等に対する支援の推進に関する規定を含む条例制定地方公共団体数
注２）政令指定都市においては、特化している条例は制定されていない
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イ．計画・指針
計画や指針についても、防犯や人権に関す

る計画や指針の中に、犯罪被害者等の支援に
関する事項を加えたり、犯罪被害者等支援に
特化した計画・指針を策定している例があ
る。
平成２１年６月１日現在で、犯罪被害者等施

策に関する事項を含む計画・指針の有無につ
いて尋ねたところ、「策定済みである」又は
「策定予定がある」地方公共団体は、都道府
県では約７４．４％、政令指定都市では約３８．９％
であるが、政令指定都市を除く市町村ではご
くわずかである。
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その他の計画・指針に被害者等支援の項目を盛り込む被害者等支援に特化

計画・指針の策定形式

都道府県（n＝３０） 政令指定都市（n＝５） 市町村（n＝３７）
注）nは犯罪被害者等施策に関する事項を含む計画・指針を策定済みの地方公共団体数

計画・指針の策定形式については、「安
心・安全のまちづくりや防犯に関する計画・

指針に被害者等支援の項目を盛り込む」とし
たものが多い。

⑶ 経済的支援に関する取組
犯罪被害者等は、被害に遭った時点で受け

る損害だけでなく、働き手を失ったことによ
る収入の途絶や長期療養のための費用負担な
どにより、将来にわたって経済的困窮に苦し
むことになる場合がある。犯罪被害者等に対
しては、犯罪被害給付制度等各種給付制度が
存在しているものの、犯罪被害者等が置かれ
た状況にかんがみれば、地方公共団体独自の
経済的支援の実施が必要である。また、見舞
金の給付や緊急に必要な資金の貸付等による
地域社会からの支援は、犯罪被害者等の精神
的被害の軽減にも資するものである。
平成２１年６月１日現在で、犯罪被害者等に

見舞金等を支給する制度は、４３市町村で導入
されている。見舞金の額や支給要件は市町村
により様々であるが、遺族見舞金３０万円、
（加療１か月以上を対象とする）傷害見舞金
１０万円とする例が多い。

⑷ 居住の安定に関する取組
犯罪被害者等は、犯罪被害により転居を余

儀なくされる場合もあり、その居住の安定も
重要な課題である。公営住宅については、公
営住宅法により入居資格や選考方法について
の基準が定められているが、同法には、犯罪
被害者等についての取扱いを定める規定は設
けられておらず、国土交通省が策定したガイ
ドラインにおいて、①犯罪被害により収入が
減少し生計維持が困難となった者又は②現在
居住している住宅又はその付近において犯罪
等が行われたために当該住宅に居住し続ける
ことが困難となった者を対象として優先入居
等の取扱いを行うことが可能である旨示され
ている。
優先入居等の取扱いをするかどうかの判断

は、公営住宅供給の主体である地方公共団体
が行うこととなっており、犯罪被害者等に特
別の配慮を行っている地方公共団体は、平成
２１年６月１日現在、都道府県で３６団体、政令
市で５団体、市町村で４５団体（合計８６団体）
である。
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単身での利用を認めるなどの
利用要件の緩和

抽選によらず入居

抽選倍率の優遇

公営住宅への入居に関し犯罪被害者等に配慮した取扱いの内容

n＝８６（優先入居等の取扱いをしている地方公共団体数）
（複数回答）

都道府県
（４７）

政令
指定都市
（１８）

市町村
（１，７８０）

合計
（１，８４５）

医療費・生活資金
等の貸付 ２ ０ １２ １４

臨床心理士等によ
るカウンセリング ６ ０ ２ ８

弁護士による法律相談
（県民向け一般の法
律相談制度を除く）

３ ０ ３８ ４１

犯罪被害者等支援に関して実施しているその他の取組⑸ その他の取組
医療費・生活資金等の貸付け、家事・育児

の支援、弁護士による法律相談、臨床心理士
等によるカウンセリングなど、少数ではある
が、犯罪被害者等を支援するための各種取組
を行う例が見られる。

２ 地方公共団体による先進的な取組事例
地方公共団体において様々な独自の工夫を

行う例が見られるところであり、総合的な犯
罪被害者支援条例を制定し、先進的な取組を
行っている例を紹介する。

⑴ 神奈川県
平成２１年６月に、神奈川県犯罪被害者等支

援条例に基づいて「かながわ犯罪被害者サ
ポートステーション」を開設し、県、警察、
民間支援団体（特定非営利活動法人神奈川被
害者支援センター）の三者が一体となった窓
口を設置した。犯罪被害者等からの相談を受
けた後、県、警察、民間支援団体の三者で今
後どういう支援をしていくかを決める支援調
整会議を行い、犯罪被害者等の支援ニーズに
速やかに対応している。

かながわ犯罪被害者サポートステーション

支援調整会議


